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は じ め に

手話は，音声言語とは異なる語彙や文法体系を有し，手や指，体の動きや表情な

どにより視覚的に表現される独自の言語です。

「言語としての手話の認識の普及及び手話を使用しやすい環境の整備に関するか

ごしま県民条例（通称：かごしま県民手話言語条例）」は，言語としての手話の認識

の普及及びろう者の手話の習得の機会の確保その他の手話を使用しやすい環境の整

備を図り，ろう者である県民とろう者以外の県民が，相互に人格と個性を尊重し合

いながら共生することのできる地域社会を実現するため，県議会の発議により，令

和２年３月に制定されました。

条例の基本理念において，手話の普及等は，手話が，独自の体系を有する言語で

あって，ろう者が知的で心豊かな日常生活又は社会生活を営むために大切に受け継

いできた文化的所産であるとともに，ろう者が情報を取得し，その意思を表示し，

又は他人との意思疎通を図る手段として必要な言語であるという認識の下に推進さ

れなければならないとされており，県は，その基本理念にのっとり，手話の普及等

に関する施策を総合的かつ計画的に推進するものとしております。

今回，条例第７条第４項に基づき，令和３年度の手話の普及等に関する施策の実

施状況について取りまとめましたので報告します。

「かごしま県民手話言語条例（抄）」
第７条 県は，障害者基本法（昭和45年法律第84号）第11条第２項に規定する障害者のため

の施策に関する基本的な計画において，手話の普及等に関する施策を策定し，及びこれを
総合的かつ計画的に推進するものとする。

２・３ （略）
４ 知事は，毎年度，第１項に規定する施策の前年度の実施状況について，県議会に報告し,

これを公表するものとする。
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Ⅰ かごしま県民手話言語条例の概要

区　分 項　　　目 規　定　す　る　内　容
前　文 ・条例制定の背景と必要性等

第１条　目的

・手話が言語であるとの認識に基づき，手話の普及等に関す
　る施策を推進
・ろう者とろう者以外の者が共生する地域社会の実現
　※ろう者：「聴覚障害者のうち，手話を言語として日常生活又は社会生活を営む者」

第２条　基本理念
・手話は独自の言語体系を有する文化的所産
・手話はろう者に必要な言語

第３条　県の責務
・手話の普及等に関する施策を総合的かつ計画的に推進
・手話の普及等に関する施策の推進に当たり，ろう者にとっ
　ての社会的障壁除去について必要かつ合理的な配慮

第４条　市町村等との
　　　連携及び協力等

・手話の普及等に関する施策の推進に当たり，市町村その他
　の関係機関及び関係団体，県民等と連携，協力

第５条　県民等の役割
・県民等，ろう者，手話通訳を行う者，事業者の役割
※県民等は，手話に対する理解を深め，県及び市町村が行う
　手話の普及等に関する施策に協力するよう努める。

第６条　手話の普及等
　に関する施策を推進
　する上での配慮

・施策の推進に当たっては，離島等の条件不利地に十分配慮

第７条　施策の策定及
　　　　び推進

・県は障害者計画において，手話の普及等に関する施策を策
　定し，総合的・計画的に推進
・県が上記施策を策定する際，県障害者施策推進協議会に意
　見を聴いた場合，同協議会は17条の手話施策推進協議会の
　意見を聴取
・施策の実施状況について議会に報告及び公表

第８条　手話を習得す
　　　　るための支援
　　　　体制の整備

・ろう者が乳幼児期から家族等とともに手話を習得すること
　ができるよう，手話に関する情報の提供及び相談，手話に
　接する機会の確保，手話を習得するために必要な支援を行
　う体制の整備・拡充

第９条　手話を学ぶ機
　　　　会の確保等

・県民が手話を学ぶ機会を確保
・県は施策推進のため，職員が手話を学ぶ機会を確保

第10条　手話を用いた
　　　　情報発信等

・手話を用いた情報の発信
・災害等の非常時に，ろう者が手話で必要な情報を取得でき
　るよう，市町村に対して情報の提供，技術的な助言等支援

第11条　手話通訳を行
　　　う人材の育成等

・手話通訳を行う者及びその指導者の養成等
・市町村と連携して，ろう者が意思疎通支援を適切に受けら
　れる体制を整備等

第12条　学校における
　　　　取組の推進

・教職員の手話に関する知識及び技能の向上
・ろう児等及び保護者等に対する手話に関する学習の機会の
　提供及び教育相談等

第13条　観光旅行者等
　　　　への対応

・ろう者である観光旅行者等が安心して県内に滞在できるよ
　う手話の普及等

第14条　事業者への支
　　　　援

・県は手話の使用に関して必要かつ合理的な配慮を行う事業
　者に対し，情報の提供，助言その他必要な支援

第15条　手話に関する
　　　　調査研究

・手話に関する調査研究の推進及びその成果の普及に協力

第16条　財政上の措置 ・必要な財政上の措置を講ずる。
第３章
手話施
策推進
協議会

第17条　手話施策推進
　　　　協議会

・手話施策推進協議会を設置
・障害者施策推進協議会に意見を述べる。
・条例に関する重要事項について，知事に意見を述べる。

附　則 施行日等
・令和２年３月27日施行
・第７条第４項の規定は，令和３年４月１日施行

第２章
手話の
普及等

第１章
総　則

条例名：言語としての手話の認識の普及及び手話を使用しやすい環境の整備に関するかごしま県民条例



2

Ⅱ 県内の聴覚障害者・手話通訳士等の状況

１ 身体障害者手帳所持者（令和４年３月３１日現在） 単位：人・％

区 分 １級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級 計

手 帳 所 持 者 27,521 15,087 15,253 21,391 5,170 6,661 91,083

う ち 309 2,062 1,206 2,519 43 3,701 9,840

聴覚障害 (3.1) (21.0) (12.3) (25.6) (0.4) (37.6) (100)

（参考１）身体障害者手帳所持者の推移（各年度３月３１日現在）

区 分 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度

手 帳 所 持 者 94,619人 93,542人 93,454人 92,717人

うち聴覚障害 10,108人 9,975人 9,986人 9,960人

（参考２）身体障害者手帳における聴覚障害の程度（身体障害者福祉法施行規則別表）

級別 基 準

２級 ・両耳の聴力レベルがそれぞれ100デシベル以上（両耳全ろう）

３級 ・両耳の聴力レベルが90デシベル以上（耳介に接しなければ大声語を理解し得ない）

４級 ・両耳の聴力レベルが80デシベル以上（耳介に接しなければ話声語を理解し得ない）

・両耳による普通話声の最良の語音明瞭度が50％以下

６級 ・両耳の聴力レベルが70デシベル以上（40㎝以上の距離で発声された会話語を理解

し得ない）

・一側耳の聴力レベルが90デジベル以上，他測耳の聴力レベルが50デジベル以上

※ 聴覚障害は，１級と５級の区分がない（２つ以上の重複する障害がある場合は，障害の

程度を勘案して当該等級より上の級にできる）。

２ 手話通訳士・手話通訳者（各年４月１日現在）

令和 令和 令和
区 分 内 容

２年 ３年 ４年

手 話
国認定の試験機関が実施する手話通訳技能試験（受験

27名 27名 26名 資格は20歳以上の者）に合格し，登録された者（裁判，
通訳士

記者会見等の専門的な通訳が可能）

市町村が実施する手話奉仕員養成講座（期間２年間）

手 話
67名 71名 65名

を修了した後，都道府県等が実施する手話通訳者養成

通訳者 講座（期間３年間）を受講して，全国統一試験に合格

し，登録された者（手話通訳活動が可能）

※ 視聴覚障害者情報センター手話通訳派遣名簿登録者
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Ⅲ 令和３年度 手話の普及等に関する施策の実施状況

※ ○新は，令和３年度に新たに実施した事業・取組

１ 施策の策定及び推進（第７条関係）

(1) 鹿児島県障害者計画（平成30年３月策定，計画期間：平成30年度～令和４年度）

ア 基本的な方針

全て障害者は，可能な限り，言語（手話を含む）その他の意思疎通のための

手段についての選択の機会が確保されるとともに，情報の取得又は利用のため

の手段についての選択の機会の拡大が図られること。

イ 施策の基本的方向

・ 「視聴覚障害者情報センター」において，点字・録音図書や字幕入りＤＶ

Ｄ等の収集・貸出などにより，視聴覚障害者への情報提供に努めます。

・ 県広報紙について，点字版・録音版を作成・配布するとともに，県政広報

テレビ番組において手話・字幕放送を実施するなど，障害のある人に配慮し

た県政の広報に努めます。

・ 視聴覚障害者に対してコミュニケーション支援を行う，手話通訳者，要約

筆記者，音訳奉仕員，盲ろう者通訳・介助員等の養成研修を実施します。ま

た，これらの派遣体制の充実に努めます。

２ 手話を習得するための支援体制の整備（第８条関係）

(1) 視聴覚障害者情報センターにおける支援（視聴覚障害者情報センター）

聴覚障害者が手話を習得できるよう聴覚障害者等の相談に応じて，指導・助言

等による支援や手話に関する情報の提供を行った。

ア 場 所 鹿児島市小野一丁目１－１（ハートピアかごしま内）

（指定管理者：社会福祉法人鹿児島県身体障害者福祉協会）

イ 主な業務（聴覚部門）

・職員数 ６名（手話指導員，要約筆記指導員，ビデオ制作指導員 等）

・聴覚障害者からの相談対応 142件

・機関誌（聴覚版）の発行 ４回（延べ 郵送1,205部，メール103部）

・字幕入りＤＶＤ等の製作・貸出

・生活訓練等の各種講座の実施

(2) ○新市町村手話通訳担当者会議の開催（障害者支援室）

県と市町村が連携して手話の普及等に関する施策を推進するため，市町村の担

当者及び設置通訳者等を対象とした会議を開催し，県・市町村の取組状況等につ

いて，情報共有した。

・期 日 ６月４日（金）

・内 容 かごしま県民手話言語条例，県の手話関連施策 等

・参 加 者 31名（Ｗｅｂ開催）※全市町村に会議資料を送付
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３ 手話を学ぶ機会の確保等（第９条関係）

(1) ○新かごしま県民手話言語条例普及啓発事業（障害者支援室）

かごしま県民手話言語条例の普及啓発及びろう者の障害特性等に対する県民の

理解促進を図るため，パンフレット等を作成し，県民や事業者等に配付した。

・パンフレット 4,600部（うち，点字版100部，録音版100部）

・リーフレット 18,000部（子ども向け，一般向け，事業者向け 各6,000部）

・配布先 3,197箇所（学校，事業者，障害者団体，市町村等）

(2) ○新手話の普及啓発活動の実施（障害者支援室）

「障害者週間」に合わせて，当事者団体及び手話通訳団体と連携して，手話の

普及啓発用リーフレットを配付した。

・期 日 12月５日（日）

・場 所 鹿児島中央駅東口駅前通路

・配布部数 約1,000部

(3) ○新手話講座等開催事業（障害者支援室）

県民向けの手話講座を県内各地で開催するとともに，事業者や団体等が行う手

話に関する研修等にろう者及び手話通訳者を講師として派遣した。

・手話講座 ５ヶ所，67名 ・講師派遣 ９事業所，177名

(4) 手話動画製作及び県政広報番組等での広報（障害者支援室）

ア 手話動画（家族紹介，単位の表現等）を製作し，県ホームページに公開した。

・製作数７回（４月，８月，11月，12月，２月）

イ 「かごしま県民手話言語条例」について，県ホームページや県政広報番組等

を活用した広報活動を実施した。

・県ホームページ（随時更新）掲載

・県政広報番組（12月５日：ＭＢＣ「ふるさとかごしま」）

・福祉のまちづくり情報誌「ありば」（３月号〔ありば通信〕）掲載

(5) 県職員向け手話研修会の開催（障害者支援室）

本庁各課職員を対象とした手話を学ぶ研修会を開催した。

・期 日 10月27・28日（水・木）

・内 容 ろう者の障害特性を学ぶ，ろう者の方が来庁された際の対応方法，

挨拶等の手話演習

・講 師 県聴覚障害者協会副会長

・受 講 者 29名

(6) ○新県職員向け手話研修会の講師派遣（障害者支援室）

本庁各課職員を対象とする職場研修において手話通訳者を講師として派遣し

た。

・講師派遣 ５所属，78名
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(7) 聴覚障害者手話講習会の開催（視聴覚障害者情報センター）

聴覚障害者を対象に，「手話を学ぼう」講習会を開催した。

・期 日 ４月～２月 計９回

・内 容 手話コミュニケーションを学習会形式により学ぶ

・受 講 者 17名（延べ77名）

(8) 聴覚障害者生活訓練事業（視聴覚障害者情報センター）

聴覚障害者を対象に，日常生活上必要な訓練・指導等を行った。

・期 日 10月２日（土），11月13日（日）

・内 容 ボウリング教室による交流，遠隔手話通訳サービス及び電話リレ

ーサービスの登録方法と使い方について

・受 講 者 23名

(9) 夏休み一日聴覚障害・手話教室の開催（視聴覚障害者情報センター）

学生，教員を対象とした手話教室を開催した。

・期 日 ７月28日（水），８月４日（水）

・内 容 耳のしくみについて，聴覚障害者とは，手話体験 等

・受 講 者 33名（うち，教員14名，小・中学生19名）

４ 手話を用いた情報発信等（第10条関係）

(1) 聴覚障害者ビデオライブラリー設置事業（視聴覚障害者情報センター）

字幕入りＤＶＤを制作し，視聴覚障害者情報センターライブラリーにおいて，

聴覚障害者への閲覧・貸し出しに供した。

・製 作 数 字幕入りＤＶＤ41本（1,520分）

・貸 出 数 字幕入りＤＶＤ282名，1,139枚

(2) 知事記者会見への手話通訳の導入（広報課）

定例知事記者会見等において，手話通訳を導入した。また，会見の模様をイン

ターネットでライブ中継するとともに，県ホームページに掲載した。

・期 日 ４月～２月 計８回

(3) 県政広報番組への手話通訳の導入（広報課）

県政広報テレビ番組（告知番組を除く）の全てに手話通訳を導入して放送した。

（３局３番組，年間144回）

・ＭＢＣ「ふるさとかごしま」（毎週(日)10:30～10:35）

・ＫＴＳ「前原竜二の前向きチャンネル」（毎週(土)17:25～17:30）

・ＫＫＢ「ミエル！かごしま」（毎週(土)17:55～18:00）

(4) 本会議手話通訳ネット配信導入事業（議会事務局）

県議会本会議のインターネット中継に手話通訳を導入して配信した。

・令和３年第２回定例会～令和４年第１回定例会 計32回



6

(5) ○新本会議場傍聴席への手話通訳視聴用モニター設置（議会事務局）

県議会本会議場傍聴席に本会議のインターネット中継を視聴できるモニターを

設置した。

・導入開始 ６月18日（金）～（第２回県議会定例会）

(6) 県議会番組への手話通訳の導入（議会事務局）

県議会定例会での議論内容や行事等に係るテレビ番組において，手話通訳を導

入して放送した。

・「定例会を終わって」（ＭＢＣ，７月，10月，12月，３月）

・「委員会構成決まる」（ＫＴＳ，５月）

・「この１年議長に聞く」（ＫＹＴ，12月）

(7) 遠隔手話通訳サービス運用事業（障害者支援室）

スマートフォン等を持たないろう者に対する貸出用及び手話通訳者用のタブレ

ット端末（30台）に係る通信費を負担した。

・利用実績 ５件（市町村派遣事業）

(8) 手話通訳者派遣事業（新型コロナウイルス感染症感染防止対策課）

新型コロナウイルス感染症に関する記者会見等，県から発信する情報に手話通

訳を導入し，聴覚障害者に対する正確な情報発信を行った。

・期 日 ４月～３月

・派遣回数 手話通訳者：78回

(9) 情報支援ボランティア運営事業（全国障害者スポーツ大会課）

令和５年のかごしま国体・かごしま大会に向け，手話等で意思疎通支援を行う

情報支援ボランティアリーダーに対する研修・会議を行った。

・期 日 １月23日（日），３月６日（日）

・内 容 かごしま国体・大会の活動概要，ボランティアの配置場所，

リーダーの役割確認 等

・受 講 者 延べ146名

(10) ○新課題別研究会への手話導入（人権同和教育課）

課題別研究会「地域とつながる人権教育」において手話通訳を導入して，情報

提供を行った。

・期 日 10月13日（水）

・内 容 全体会講座「鹿児島の多文化共生を学びほぐす」

・受 講 者 282名

(11) ○新かごしま国体・かごしま大会選手インタビュー動画への手話導入（総務企画課）

かごしま国体・かごしま大会に向けた選手へのインタビュー動画の全てに手話

通訳を導入した。

・公 開 日 １月21日（金），３月４日（金）

・制作動画 ３本
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５ 手話通訳を行う人材の育成等（第11条関係）

(1) ○新手話通訳者指導者養成研修事業（障害者支援室）

手話通訳者の養成に必要な指導者を養成するため，手話通訳者等を対象とする

研修会を開催した。

・期 日 10月～３月 計５回

・受 講 者 30名（２人１組：ろう者と手話通訳者のペア）

・実施期間 令和３年度～令和５年度

(2) ○新離島オンライン手話通訳者養成研修事業（障害者支援室）

離島における手話通訳者を確保するため，瀬戸内町でオンラインによる養成研

修を実施した。

・期 日 10月～３月 計16回（基礎編）

・受 講 者 ９名（延べ127名）

・実施期間 令和３年度～令和６年度

(3) 手話通訳者養成研修事業（視聴覚障害者情報センター）

ア 手話通訳者養成講座

手話通訳者養成講座（通訳Ⅰ）の修了者を対象に，手話通訳者養成講座を開

催した。

・期 日 ５月～３月 計34回（通訳Ⅱ）

・受 講 者 ８名（延べ248名）

イ 手話通訳者全国統一試験

手話通訳者養成講座の修了者を対象に，手話通訳者全国統一試験を実施した。

・期 日 12月４日（土）

・受 験 者 34名（うち合格者０名）

(4) 手話通訳者試験事前対策講座（視聴覚障害者情報センター）

手話通訳者全国統一試験の受験者を対象に，試験前の対策講座を開催した。

・期 日 11月 計４回

・受 講 者 15名（延べ59名）

(5) 手話通訳者等研修事業（視聴覚障害者情報センター）

現に活動している手話通訳者等を対象に，手話に関する新たな知識や高度な手

話技術を習得するための手話通訳者等研修講座の開催に取り組んだ。

・新型コロナウイルスの感染拡大防止のため中止
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(6) 手話通訳者養成指導者研修事業（視聴覚障害者情報センター）

手話通訳者の養成に携わる指導者を対象に，手話に関する新たな知識や高度な

手話技術を習得するための手話通訳者養成指導者研修会の開催に取り組んだ。

・新型コロナウイルスの感染拡大防止のため中止

(7) 手話通訳者及び要約筆記者派遣事業（視聴覚障害者情報センター）

聴覚障害者等のコミュニケーションの円滑化を図るため，県や障害者団体等が

実施する市町村域を超える広域的な会議，講演会等に手話通訳者等を派遣した。

・期 日 ４月～３月

・派遣回数 手話通訳者：10回，要約筆記者：４回

(8) 手話通訳者設置事業（障害者支援室）

聴覚障害者等のコミュニケーションの円滑化を図るため，手話通訳員１人を障

害者支援室に設置した。

・通訳件数 205件

・主な内容 県庁に来庁する聴覚障害者の手話通訳業務，障害福祉課関係業務

に係る手話通訳業務 等

(9) 字幕制作ボランティア養成研修事業（視聴覚障害者情報センター）

聴覚障害者の情報取得に資するため，映像に字幕を挿入する字幕制作ボランテ

ィアの養成研修を実施した。

・期 日 ４月～２月 計９回

・受 講 者 ６名（延べ39名）

(10) 盲ろう者通訳・介助員養成研修事業（視聴覚障害者情報センター）

盲ろう者の社会参加に資するため，奄美市で通訳・介助員の養成研修を実施した。

・期 日 ４月～３月 計11回

・受 講 者 27名（延べ121名）

(11) 盲ろう者通訳・介助員派遣事業（視聴覚障害者情報センター）

視覚障害と聴覚障害を併せ持つ重度障害者に対し，コミュニケーション等に関

する支援や社会活動，入退院・通院又は公的機関等への移動を行う場合の通訳・

介助などを行う介助員を派遣した。

・期 日 ４月～３月

・派遣回数 盲ろう通訳・介助員：111回

(12) 手話奉仕員養成研修事業（市町村地域生活支援事業）への助成（障害者支援室）

日常会話程度の手話表現技術の習得を行う手話奉仕員の養成研修を実施する市

町村に対し，経費の一部（県1/4以内）を助成した。
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(13) 意思疎通支援事業（市町村地域生活支援事業）への助成（障害者支援室）

手話通訳者等の派遣・設置等により，聴覚障害者等とその他の者の意思疎通を

支援する市町村に対し，経費の一部（県1/4以内）を助成した。

６ 学校における取組の推進（第12条関係）

(1) 手話を活用した教育（鹿児島聾学校）

幼児・児童・生徒の実態に即して，手話を活用した教育活動を実践した。

・幼稚部・・・全教育活動を通じて，簡単な手話等を取り入れたコミュニケー

ション活動に取り組んだ。

・小・中・高等部・・・児童生徒の実態に応じて，自立活動を年間35時間以上

設定し，手話によるコミュニケーション方法等を学習

した。

(2) 手話学習会の開催（鹿児島聾学校）

ア 保護者向けの手話学習会を開催した。

・期 日 ６月～３月 計13回

・受 講 者 14名（延べ182名）

イ 教員向けの習熟度別手話学習会を開催した。

・期 日 ４月～２月 計５回（３コース）

・受 講 者 40名（延べ 200名）

(3) 新任・初任者の聴覚障害教育研修（鹿児島聾学校）

新任・初任者の教員を対象とした聴覚障害教育研修を実施した。

・期 日 ４月 計４回（４講座）

・受 講 者 23名

(4) 教職員向けの聴覚障害教育研修（鹿児島聾学校）

県内教職員の専門性向上や関係機関等への理解啓発を行うため，聴覚障害教育

研修を実施した。

・期 日 令和３年７月30日（金）

・受 講 者 58名
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７ 観光旅行者等への対応（第13条関係）

(1) ユニバーサルツーリズム普及事業（観光課）

観光関係者等を対象としたユニバーサルツーリズム研修会において，ろう者等

障害者への合理的配慮についての講義を行った。

・期 日 ７月～３月 計15回

・対 象 者 観光関係者，宿泊事業者等

・内 容 旅行者への接遇方法についての実技等を交えた研修，ユニバーサ

ルツーリズムに関するセミナー

・参 加 者 153名（研修114名，セミナー39名）

８ 事業者への支援（第14条関係）

(1) 企業による障害者雇用促進事業（雇用労政課）

障害者の雇用経験のない事業所が，障害者雇用に当たっての問題点等を解決し，

障害者雇用の場を拡大させるため，短期の雇用体験を実施した。

・参 加 者 88名（うち聴覚障害者：１名）

・採 用 者 61名（うち聴覚障害者：１名）

９ 手話施策推進協議会（第17条関係）

(1) 手話施策推進協議会事業（障害者支援室）

手話の普及等に関する施策を推進するため，手話施策推進協議会を開催した。

また，委員の意見について，県の手話の普及等に関する施策への反映に取り組

んだ。

ア 構成員

区 分 員数(名) 備 考

当 事 者 団 体 ４ 聴覚障害者協会，ろうあ協会 等

手話通訳団体 ３ 手話通訳士協会，手話通訳問題研究会 等

学 校 関 係 ２ 鹿児島聾学校，同ＰＴＡ

事 業 者 関 係 ２ 支援事業者，経営者協会

有 識 者 １ 大学

市 町 村 ３ 鹿児島市，曽於市，奄美市

計 １５

イ 開催状況

・期 日 ８月５日（木）

・出 席 者 委員14名

・内 容 ・「かごしま県民手話言語条例」に基づく取組状況について

・意見交換


